





























































A Study on the Elimination of International Double Taxation

































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































典897条は、通称FIRPTA（Foreign Investment in 
Real Property Tax Act）と呼ばれている。1980年
うことを指すことに留意されたい。居住者におけ
る総合課税と分離課税における総合課税とはその
用語の意義が異なっている。
６）財務省『平成17年　改正税法の解説』289頁。
７）小松芳明『租税条約の研究（新版）』（有斐閣、
1982年）85頁。
８）小松前掲書、85頁。ただし、不動産は文字通り
動かないことから、その所在地国で課税すること
で、二重課税を防止することが可能になるという
執行合理性という面もあるというべきだろう。
９）小松前掲書、89頁。
10）OECDモデル租税条約及び同コメンタリーの翻
訳については、川端康之監訳『2003年版　OECD
モデル租税条約コメンタリー』（日本租税研究協
会、2005年）を参照している。
11）これについて、小松前掲書、88頁は、「譲渡所得、
すなわち、資産の譲渡その他の処分から生ずる所
得に対する課税については、その課税方式をめぐ
る議論は多岐にわたっており、また各国が現に採
用する課税方法もまちまちである。西欧諸国およ
びその旧植民地の多くに見られるように、譲渡所
得は所得に非ずとする国もあれば、事業に関連し
て生ずるもののみに課税しようとする国もある。
また、わが国や米国のように、全ての譲渡所得に
対し課税するのを原則とする国も多いが、この場
合には通常特別（比例）税率を適用するなどの軽
減措置が採られるようである。」と述べている。
12）この点について、小松前掲書、88頁は、「租税条
約は、このように多岐にわたる譲渡所得課税を、
不動産に係るもの、事業用資産に係るものおよび
その他の場合に区分し、前２者については源泉地
国にも課税権を認め、その他のものについては多
くの条約が居住地国課税のみを規定しているので
ある。租税条約は一般に新たに課税権を創設する
ものではないと解されることから、上記のような
定めが租税条約でなされても国内法以上の課税を
強いることとはならない。」として、租税条約の
役割を強調している。
13）川田他、368頁。
14）浅川雅嗣『コンメンタール改訂日米租税条約』
（2005年、大蔵財務協会）146頁。なお、執筆時点
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の税制改正で導入された規定である。米国の非居
住者又は外国法人が米国内に所在する不動産又は
不動産化体株式を譲渡した場合、原則として15％
の源泉所得税を納付する必要がある。
23）日本租税研究協会『日仏租税条約の解説』27頁。
24）日本租税研究協会前掲書、28頁。
